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新興国レポート
中国 6兆円規模の減税を決定
農業・中小企業を対象 景気下支え

（審査確認番号H29-TB34）

 中国政府は常務会議において、農業と中小企業を主な対象とする2017年の新たな減税策を決定。
 中国人民銀行（中央銀行）は、不動産バブルの深刻化を避けるため市場金利を引き上げ。
 2017年後半は金融引き締めの影響により景気が減速するとの見方が多く、今後の動向に注目。
中国政府は4月19日の常務会議において、農業と中小企業を主な対象とする2017年の新たな減税策を決め
ました。減税規模は3,800億元（約6兆円）となります。今回の減税策の柱は、以下の2つです。
✓増値税の減税
・現在、業種ごとに6、11、13、17％と税率が4種類あるものを、7月から13％を廃止して3種類に簡素化。
・13％の税率が適用される農産品や天然ガスは11％に。
✓中小企業の企業所得税の減税
・優遇税制の適用対象企業を納税額30万元以下から同50万元以下に拡大。
・中小企業やベンチャーの研究開発費について、控除できる比率を現在の50％から75％に引き上げ。
（いずれも2017年～2019年末までの時限措置）

中国政府は2016年も約5,000億元の企業減税を実施しました。インフラ投資の拡大により、2017年1～3
月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（前年同期比）は6.9％と2期連続で加速しましたが、不動産バブ
ルの深刻化（図表1）を避けるために 中国人民銀行は市場金利を緩やかに引き上げています。しかし、これ
まで緩和の期間が長かっただけに、金融市場では7日間レポ金利や翌日物レポ金利が急騰するなどの混乱も
生じているようです（図表2）。
今後も、金利上昇が続けば中国景気の重荷になることも懸念されています。2017年後半は金融引き締めの
影響により、中国経済は減速するとの見方もあり、中国政府は今後の大型減税で景気の下支えを図るつも
りのようです。
図表1：近年、中国の不動産投資は活発 図表2：中国の長短金利は上昇傾向にある

出所：図表1は中国国家統計局、図表2はブルームバーグのデータを基にニッセイアセットマネジメントが作成
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10年国債利回り 7日間レポ金利
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